
為替週間展望＝ドル円は最近のレンジ内での推移か

　　　　　　　　　　［３月３日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    2 月 24 日～ 2 月 28 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  149.39   150.30(25)    148.57(25)    150.06   +0.79

ユーロ・ドル  1.0480   1.0529(26)    1.0381(28)    1.0389   -0.0069

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    37,155.50    -1621.44     日本10年債利回り   1.371   -0.059

ダウ平均株価    43,239.50     -188.52     米10年債利回り     4.260   -0.171

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

３日　　中国２月財新製造業購買担当景気指数

　　　　独２月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏２月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　英２月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏２月消費者物価指数速報値

　　　　米２月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　米２月ＩＳＭ製造業景況指数、米１月建設支出

４日　　日本１月雇用統計、日本１月有効求人倍率

　　　　豪第４四半期経常収支、豪１月小売売上高

　　　　ユーロ圏１月雇用統計

５日　　豪第４四半期ＧＤＰ

　　　　内田日銀副総裁講演

　　　　スイス２月消費者物価指数

　　　　独２月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏２月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　英２月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏１月生産者物価指数

　　　　米２月ＡＤＰ雇用統計

　　　　米２月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　米１月製造業受注

　　　　米２月ＩＳＭ非製造業景況指数

　　　　米地区連銀経済報告（ベージュブック）

　　　　※中国全国人民代表大会（全人代、国会に相当）開幕

６日　　豪１月住宅建設許可件数、豪１月貿易収支

　　　　スイス２月雇用統計

　　　　ユーロ圏１月小売売上高

　　　　欧州中央銀行（ＥＣＢ）政策金利

　　　　ラガルド総裁記者会見

　　　　米１月貿易収支、米新規失業保険申請件数

　　　　米第４四半期非農業部門労働生産性指数

　　　　カナダ１月貿易収支

　　　　カナダ２月Ｉｖｅｙ購買部協会指数

７日　　中国２月貿易収支

　　　　独１月製造業受注指数

　　　　ユーロ圏第４四半期ＧＤＰ確報値

　　　　カナダ２月雇用統計

　　　　米２月雇用統計
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【前回のレビュー】ドル円は日銀の利上げ観測の高まりと、ＦＲＢの利下げ先送り観測

のせめぎあいとなりそうだ。日銀の早期の利上げ観測による円高圧力がやや勝り、ドル

円は上値の重い展開が続くとみられる。トランプ政権の関税政策や不規則発言にも振り

回される展開になるとした。

　　　　

【トランプ関税への警戒感や経済指標などから上下に振幅】

　ドル円は２０日に日本の第４四半期ＧＤＰが市場予想を上回り、日銀の早期利上げ観

測が台頭してドル安円高が進行して１５０円を割り込み、１４９．２０台まで下落し

た。その後は１５０円超の水準では上値を抑えられやすくなっている。

　　　

　２５日の２月のコンファレンスボード消費者信頼感指数が９８．３となり、市場予想

の１０２．５や前回値の１０５．３（改定値）も大きく下回ったことで、景気の先行き

不透明感が広がり、ドル売りに傾いた。トランプ米大統領は２６日に欧州連合（ＥＵ）

からの輸入品に２５％の関税を課す方針を表明した。これを受けて、ドル買いと円買い

の動きとなり、ドル円は円買いの動きが勝って１４８円台後半まで下落した。

　　

　日本時間の２７日の東京時間には米半導体大手エヌビディアの決算を無難に通過した

ことで、米国株価指数先物が時間外取引で上昇、ドル買いの動きとなって、ドル円は１

５０円に迫る動きを見せた。その後の海外市場では１５０．１０台まで上昇を見せた。

トランプ米大統領がメキシコとカナダへの関税は３月４日に発動、中国への１０％の追

加関税も同日に発動すると表明した。これを受けてドル高、円高の動きとなり、ドル円

は１５０円台まで上昇した。その後は１４９円台後半に軟化した。

　　

　２８日に２月の東京消費者物価指数が予想を下回ると円売りの動きとなって再び１５

０円台に乗せた。その後、日経平均が１０００円を超す急落となったことでリスク回避

の円買いとなって、１４９円台前半まで下落を見せた。

　　

【トランプ関税の報道や米経済指標に注目】

　日米の経済指標やイベントとしては、３日に米２月製造業ＰＭＩ確報値、米２月ＩＳ

Ｍ製造業景況指数、４日に日本１月雇用統計、日本１月有効求人倍率、５日に米２月Ａ

ＤＰ雇用統計、米２月サービス業ＰＭＩ確報値、米１月製造業受注、米２月ＩＳＭ非製

造業景況指数、６日に米１月貿易収支、米新規失業保険申請件数、７日に米２月雇用統

計などがある。

　　

　３月３日の週は７日の米２月雇用統計を筆頭に注目度の高い経済指標の発表が相次

ぐ。３日の米２月ＩＳＭ製造業景況指数の事前予想は５０．５で、前回の５０．９から

鈍化の見通し。これが予想以上に悪化して好不況の境目とされる５０を割り込むような

らドル売りに傾きそうだ。

　　

　５日に米２月ＡＤＰ雇用統計の事前予想は１４．８万人で、前回の１８．３万人増か

らは伸びが減速する見通し。同日の米２月ＩＳＭ非製造業景況指数は事前予想が５３．

０で、前回の５２．８を上回る見通し。７日の米２月雇用統計の事前予想は非農業部門

雇用者数は前月比１６．０万人増となり、前回の１４．３万人増を上回る見通し。失業

率は４．０％の予想で前回と同水準の見通し。いずれも予想より良好ならドル買いに、

予想より悪化すればドル売りに傾くとみられる。

　　

　ドル円は米国の経済指標の結果に一喜一憂しながら上下に振幅するとみられる。ま

た、トランプ米大統領の関税政策に関する報道にも左右されることとなろう。市場はト

ランプ氏に翻弄されており、しばらくはこうした傾向が続きそうだ。こうした中、ドル

円は最近のレンジ内での推移が続くとみられる。ドル円の目先の予想レンジは、１４

７．００－１５２．００円。

　　

【ユーロドルはもみ合いで推移】

　３月６日の欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会での０．２５％の利下げ確率は９５％前後

となっており、利下げが確実視されている。理事会後の記者会見でラガルド総裁が今後

の利下げ継続に関して、どのような見解を示すかが注目される。なお、市場では４月か

６月のＥＣＢ理事会で一段の利下げに動くとの見方が広がっている。

　　



　ＥＣＢ議事録（１月２９日－３０日開催分）では、「インフレ抑制のプロセスは順

調」「利下げの着地点の議論は時期尚早」「今後の米政権の行動が世界経済の減速につ

ながる可能性も」「預金ファシリティー金利を３．００％に維持することは需要を過度

に抑制する可能性」「数四半期以内に消費が回復する可能性はまだ低いとみられる」と

しており、今後の利下げ継続を示唆する内容となった。ただ、ユーロドルへの影響は限

定的だった。

　　

ユーロドルはこれまでの１．０４－１．０５台での振幅から軟化している。トランプ関

税の影響でドル高に傾く中、ユーロドルは上値の重い動きを見せている。ただ、一方的

な下げとはなりにくく、当面は１．０３００－１．０５００台を中心とするもみ合いが

続くとみられる。ユーロドルの目先の予想レンジは、１．０２５０－１．０６００ド

ル。

　　

　２月６日の英金融政策委員会（ＭＰＣ）で、英中銀は０．２５％の利下げを実施し

た。票割れは７対２で、２名は０．５０％の利下げ支持だった。予想では８対１で、１

名は据え置きとみられていただけに発表後はポンド売りにつながった。調整が一巡する

と１．２３台前半で下げ止まり、その後１．２７台前半まで上昇した。

　　

　ただ、２７日のドル買いの影響でポンド高の流れが一服している。英国はユーロ圏と

比べて利下げペースが緩やかになると見込まれる中、ポンドドルは底固く推移すること

となりそうだ。ポンドドルの目先の予想レンジは、１．２５００－１．２８００ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、３日に中国２月財新製造業購買担当景気指

数、独２月製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏２月製造業ＰＭＩ確報値、英２月製造業ＰＭ

Ｉ確報値、ユーロ圏２月消費者物価指数速報値、４日に豪第４四半期経常収支、豪１月

小売売上高、ユーロ圏１月雇用統計、５日に豪第４四半期ＧＤＰ、独２月サービス業Ｐ

ＭＩ確報値、ユーロ圏２月サービス業ＰＭＩ確報値、英２月サービス業ＰＭＩ確報値、

ユーロ圏１月生産者物価指数、６日に豪１月住宅建設許可件数、豪１月貿易収支、ユー

ロ圏１月小売売上高、欧州中央銀行（ＥＣＢ）政策金利、ラガルド総裁記者会見、７日

に中国２月貿易収支、独１月製造業受注指数、ユーロ圏第４四半期ＧＤＰ確報値、カナ

ダ２月雇用統計などがある。
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